
表面 

別記様式第11号（第11条関係）                      （A4）  
 

 

特例浄化槽工事業者届出書  

※届出番号  知事（届  ）第     号  ※届出年月日       年   月   日  

 

         この届出書により、次のとおり届出をします。  

                                 令和○○年○○月○○日  

青森県青森市長島○丁目○番○号 

株式会社 青森建設  

届出者  代表取締役 青森 一郎 

青森市長島△丁目△番△号 

△△行政書士事務所 

行政書士 △△ △△ 

      青森県知事  ○○ ○○ 殿 

フ リ ガ ナ 

氏 名 又 は 名 称 

ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ ｱｵﾓﾘｹﾝｾﾂ 

株式会社 青森建設 

 

 

住     所  

 郵便番号（○○○－○○○○）  

  青森県青森市長島○丁目○番○号 

 

 

                          電話番号（０１７）○○○－○○○○  

法人にあっては  

フ リ ガ ナ 

代 表 者 の 氏 名 

ｱｵﾓﾘ ｲﾁﾛｳ 

青森 一郎 

 

 

建設業法第３条第  

１項の許可を受け  

た建設業、許可番  

号及び許可年月日  

許可を受けた建設業  許 可 番 号  許 可 年 月 日 

土木工事業 

 

建築工事業 

管工事業 

国土交通大臣（特-3）第12345号 

 

国土交通大臣（般-3）第12345号 

    〃 

令和○年○月○日 

 

令和○年○月○日 

    〃 

浄化槽工事業を開  
 
始した年月日  

 
 

             令和○○年 ○○月 ○○日  

 

知事名を記入してください。 

代理申請の場合、申請者欄に連名の上、委任事項がわ

かる書類（委任状）を提出してください。委任状（原

本）の返還を希望する場合は、委任状（写し）を提出

の上、委任状（原本）を提示願います。なお、代理人

の押印で可とする取扱いは、別記様式第１号の「申請

者」欄、別記様式第７号、第１１号及び第１２号の「届

出者」欄のみとします。 

 

記載しないでください。 

土木工事業、建築工事業又は管工事業のうち許可を取得しているものに 

ついて記載してください。それ以外の業種については、記載不要です。 

・法人の場合は、会社名 

・個人の場合は、本人の氏名（屋号は不可） 

行政書士が作成した
場合、行政書士法施
行規則第９条第２項
の規定に基づき、行
政書士の職印が必要
です。 

記載例 



裏面 
 

浄化槽工事業を営む営業所の名称及び所在地並びに当該営業所に置かれる浄化槽設備  

士の氏名及びその者が交付を受けた浄化槽設備士免状の交付番号  

営 業 所  浄化槽設備士  

 
フ リ ガ ナ  

 
名     称  

所  在  地  
 
 郵便番号 (   -    ) 
 
 電話番号 (   )  - 

 
フ リ ガ ナ  

 
氏     名  

 
 

免状の交付番号  

ﾎﾝｼｬ 

本  社 

 

ﾓﾘｵｶｼﾃﾝ 

盛岡支店 

 

ｾﾝﾀﾞｲｼﾃﾝ 

仙台支店 

青森県青森市長島○丁目○番○号 

郵便番号（○○○－○○○○） 

電話番号（０１７）○○○－○○○○ 

岩手県盛岡市○丁目○番○号 

郵便番号（○○○－○○○○） 

電話番号（   ） 

宮城県仙台市○丁目○番○号 

郵便番号（○○○－○○○○） 

電話番号（  ） 

ﾁｭｳﾅﾝ ｼﾞﾛｳ 

中南 二郎 

 

ﾓﾘｵｶ ｻﾌﾞﾛｳ 

盛岡 三郎 

 

ｾﾝﾀﾞｲ ｼﾛｳ 

仙台 四郎 

 

第○○○○○○○○○号 

 

 

第○○○○○○○○○号 

 

 

第○○○○○○○○○号 

他の都道府県知事への届出状況  

届  出  番  号  

知事（届 ）第  号  

届  出  番  号  

知事（届 ）第  号  

岩手県知事（届－△△）第○○○号 

宮城県知事（届－△△）第○○○号 

東京都知事 

 

 

備  考  

 １ ※印のある欄には記載しないこと。  

 ２ 「浄化槽工事業を営む営業所の名称及び所在地並びに当該営業所に置かれる浄化槽設備士の

氏名及びその者が交付を受けた浄化槽設備士免状の交付番号」欄には、届出をする都道府県の

営業所だけでなく、浄化槽工事業を営むすべての営業所について記載することとし、「営業所」

欄と「浄化槽設備士」欄は、各々対応させて記載すること。  

 ３ 法第33条第４項及び法附則第４条に該当する者については、「浄化槽工事業を開始した年月

日」の欄の記載を要しない。  

申請時点で他の都道府県に届出をしている場合に記載してください。 

今後届出をしようとしている場合は、その都道府県名のみ記載してください。 

・「営業所」欄と「浄化槽設備士」欄は、対応させて記載ください。 

・個人で屋号がある場合は、記載してください。 

記載例 


